
令和７年度神奈川県流域下水道事業決算書

①
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補 正

予 算 額

△779,831,000

円

△1,002,148,000

222,317,000

0

地方公営企業法第24条
第３項の規定による支
出額に係る財源充当額

0

0

0

0

円

0

0

0

0

予 備 費 流用

増減

額

22,464,170,000

円 円

合 計

法第24条第３

23,403,329,000

小　　　計

円

815,176,000

24,665,090,000

446,585,000

予 算 額

円

△779,831,000

円

24,226,424,000

0

0 0

25,444,921,000

403,321,000

円 円

00

△823,095,000

43,264,000

815,176,000 0

(1) 収益的収入及び支出

予 算 額

収 入

第１款

区 分

予 算 額

補 正

る支出額

項の規定によ
予 算 額

当 初

支 出 額

地方公営企業

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益第３項

第１項

円

23,244,001,000

予 算

区 分

支 出

第２項

予 備 費

令 和 ７ 年 度 神 奈 川 県 流 域

13,037,509,000

10,206,492,000

0

12,035,361,000

10,428,809,000

0

当 初

流域下水道事業収益

0

0

第３項

第１款

第１項

第２項

流域下水道事業費用

営 業 外 費 用 0

営 業 費 用
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 仮払金 1,898円）

下 水 道 事 業 決 算 報 告 書　 

不 用 額 備 考

(うち、消費税及び地方消費税

21,813,460,610

（うち、消費税及び地方消費税預り金11,785,294,502

備 考

1,068,053,193円)

514,286円)

0

△1,417,673,056

地方公営企業

（うち、消費税及び地方消費税預り金

る繰越額

9,011,135,944

1,038,726,807

円

法第26条第２

額

円

2,851,629,390

815,176,000

決算額の増減

21,835,157,253

1,038,726,807

1,936,182,969

項の規定によ

る繰越額

△250,066,498

決 算 額

予算額に比べ

0

円 円

円 円

△629,012,747

100,270,421

0

0

346,314,579

0

0

1,036,849,143円）

0

21,467,146,031

815,176,000

 仮払金

(うち、消費税及び地方消費税0

円

24,665,090,000

23,403,329,000

446,585,000

決 算 額

0

地方公営企業

法第26条第２
合 計項の規定によ
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0

0

円

0

円

1,582,166,000

3,433,486,231

2,327,486,231

補 正

予 算 額
小 計

第３項

負 担 金

△487,000,000

第２項

1,886,000,000

634,887,000

5,045,640,000

△487,000,000

△1,240,000

△1,835,084,000

第４項 2,069,166,000

1,399,000,000

6,825,369,000

1,106,000,000

0

第１項 企 業 債

資 本 的 収 入第１款

(2) 資本的収入及び支出

収 入

△2,810,324,000

円

予 算 額

9,635,693,000

区 分

円円

予 算

額に係る財源充当額

条の規定による繰越

出額

当 初

予 算 額

当 初 地方公営企業法第26

0

予 算 額

0 0

流用 地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

小 計

3,210,556,000

633,647,000

円 円円

区 分

円

予 算 額

支 出

第５項 雑 収 入 0 0

円円

補 正 予備

費支

0 0

0

5,097,604,138

6,684,320,000

0

5,097,604,138

1,799,175,000

0

8,483,495,000

1,799,175,000

0

9,493,404,000

0 0

資本的収入額が資本的支出額に不足する額（翌年度繰越額に係る財源充当額1,531,518,240円を除く）
資金236,284,245円及び繰越工事資金1,468,335,397円で補塡した。

他会 計補 助金

国 庫 補 助 金

増減

額

△2,809,084,00011,292,579,000

△2,809,084,000

第１款

第１項

資 本 的 支 出

企業債償還金

建 設 改 良 費

第２項
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0

決 算 額

円円

翌年度繰越額に係る財源充当額
109,000,000円、翌年度繰越額に
係る財源充当額（未収分）
1,131,000,000円

翌年度繰越額に係る財源充当額
1,132,701,537円

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

合 計
不 用 額

（うち、消費税及び地方消費税
　預り金　143,833,231円）

0

1,582,166,000

197,679,796

181,087

(うち、消費税及び地方消費税
　仮払金　526,391,596円）

円 円

8,036,715,297

11,781,924,138 0

5,346,704,045

5,346,704,045

0

5,346,704,045

5,346,704,045

1,799,175,000

円円

001,799,174,028

13,581,099,138

6,237,541,269

1,582,166,000 0

181,087

備 考

翌　 年　 度　 繰　 越　 額

0

円

0

0

△2,616,192,690

1,351,073,624 翌年度繰越額に係る財源充当額
2,095,036円

0

0

円円

7,841,917,25210,258,855,231

2,921,849,5415,538,042,231

1,353,000,000

1,984,720,624

△2,416,937,979

△1,152,000,000

633,647,000

2,505,000,000

額

円

備 考

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減合 計
決 算 額

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

合 計

0

197,678,824

972

1,726,316,285円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額21,696,643円、当年度分損益勘定留保

翌年度繰越額に係る財源充当額
287,721,667円、翌年度繰越額に
係る財源充当額（未収分）
2,571,537,875円
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                    　　円                     　　円                 　円

１

(1) 10,103,382,280 

(2) 613,859,029 10,717,241,309 

２

(1) 185,590,646 

(2) 10,507,527,490 

(3) 9,596,402,994 

(4) 140,775,758 20,430,296,888 

３

(1) 523,714,737 

(2) 9,714,962 

(3) 8,462,167,700 

(4) 15,024,259 9,010,621,658 

４

(1) 288,036,247 

(2) 4,992,639 

(3) 43,264,000 336,292,886 

1,038,726,807 

５

(1) 1,038,726,807 1,038,726,807 1,038,726,807 

0 

0 

0 当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 利 益

一 般 会 計 繰 出 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

管 渠 、 ポ ン プ 場
及 び 処 理 場 費

経 常 損 失

8,674,328,772 

営 業 外 収 益

減 価 償 却 費

営 業 損 失

資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息

9,713,055,579 

令和７年度神奈川県流域下水道事業損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

過 年 度 損 益 修 正 益

当 年 度 純 利 益

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　    額

営 業 収 益

営 業 費 用

市 町 負 担 金

市 町 負 担 精 算 金

職 員 費
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資本金

他 会 計 補 助 金 国 庫 補 助 金 市町建設負担金 受贈財産評価額
資 本 剰 余 金
合 計

10,847,834,339 1,468,082,080 10,163,309,919 3,622,446,254 76,892,059 15,330,730,312

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,847,834,339 1,468,082,080 10,163,309,919 3,622,446,254 76,892,059 15,330,730,312

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,847,834,339 1,468,082,080 10,163,309,919 3,622,446,254 76,892,059 15,330,730,312

注　△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

資 本 剰 余 金
の 取 崩

当 年 度 末 残 高

当 年 度 純 利 益

当 年 度 変 動 額

処 分 後 残 高

議 会 の 議 決
に よ る 処 分 額

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

　　（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら

         　　　　　剰　　　　　　　　　　　　　　　　　余

資　　本　　剰　　余　　金

令 和 ７ 年 度 神 奈 川 県 流 域 下 水 道 事 業
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   令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ま で ） （単位：円）

未 処 理 欠 損 金
利 益 剰 余 金
合 計

0 0 26,178,564,651

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 26,178,564,651

0 0 0

0 0 0

 

0 0 26,178,564,651

　 剰 余 金 計 算 書

　　　　　　　　　　　　金

資本合計利　　益　　剰　　余　　金
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令和７年度神奈川県流域下水道事業剰余金処分計算書

（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

10,847,834,339 15,330,730,312 0

0 0 0

処分後残高 10,847,834,339 15,330,730,312 0

注　△表記は、減少、損失又は欠損を示す。

当年度末残高

議会の議決による処分額
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令和７年度神奈川県流域下水道事業貸借対照表

（令和８年３月31日）

　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円

１

 (1)

ア 18,619,004,771 

イ 30,049,515,993 

7,253,654,513 22,795,861,480 

ウ 119,358,280,029 

35,007,926,724 84,350,353,305 

エ 65,386,224,725 

26,239,612,333 39,146,612,392 

オ 8,277,833 

7,067,685 1,210,148 

カ 88,091,648 

43,182,768 44,908,880 

キ 17,483,458,752 

182,441,409,728 

182,441,409,728 

２

 (1) 5,633,469,320 

 (2) 3,637,021,827 

 (3) 437,067,273 

9,707,558,420 

192,148,968,148 

前 払 金

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

工具、器具及び備品

金　　　　　　　　　　　　　    額

有 形 固 定 資 産

土 地

減 価 償 却 累 計 額

科　　　　　　目

車 両 運 搬 具

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

機 械 及 び 装 置

資 産 の 部

固 定 資 産

資 産 合 計

-11-



　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円

３

 (1) 18,253,189,769 

 (2)

ア 68,916,318 

68,916,318 

 (3) その他固定負債 1,732,233,222 

20,054,339,309 

４

 (1) 2,046,414,378 

 (2) 3,654,553,448 

 (3)

ア 51,467,716 

51,467,716 

 (4) 15,012,434 

 (5) 2,286,996,565 

8,054,444,541 

５

 (1)

ア 30,471,586,620 

9,481,669,498 20,989,917,122 

イ 120,896,214,752 

37,034,924,394 83,861,290,358 

ウ 44,308,762,377 

11,905,400,049 32,403,362,328 

エ 917,581,300 

311,488,984 606,092,316 

オ 957,523 

0 957,523 

137,861,619,647 

137,861,619,647 

165,970,403,497 

金　　　　　　　　　　　　　    額

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

未 払 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

市 町 建 設 負 担 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

そ の 他 収 入

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金 合 計

科　　　　　　目

長 期 前 受 金

他 会 計 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

企 業 債
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　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　  円 　　　　　　　　円

６

10,847,834,339 

７

 (1)

1,468,082,080 

10,163,309,919 

3,622,446,254 

76,892,059 

15,330,730,312 

15,330,730,312 

26,178,564,651 

192,148,968,148 

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

エ

ア

科　　　　　　目

資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 の 部

資 本 金

資 本 金 合 計

国 庫 補 助 金

市 町 建 設 負 担 金

他 会 計 補 助 金

金　　　　　　　　　　　　　    額

イ

受 贈 財 産 評 価 額

ウ
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令和７年度神奈川県流域下水道事業注記表

Ⅰ　重要な会計方針

　1　 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法あああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

定額法による。ああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

・主な耐用年数ああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

建物 ８年～50年

構築物 10年～50年

機械及び装置 ４年～50年

車両運搬具 ２年～６年

工具、器具及び備品　２年～20年　

　2　 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末の退職手当の要支給額に相当する額を計上している。

(2) 賞与引当金

職員の期末・勤勉手当及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込

　額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。あああああ

　3　 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。あああああああああああああああああああああ

Ⅱ　貸借対照表関連

　1　 企業債の償還に係る一般会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む｡）

のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は18,928,254,040円である。

Ⅲ　セグメント情報の開示

　流域下水道事業では、当該事業のみ実施しており、事業全体を１つのセグメントとして区分しているため、

記載を省略している。あああああああああああああああああああああああああああああああ

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産

　1　 リース取引の処理方法

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行

うものとする。あああああああああああああああああああああああ

Ⅴ　その他の注記

　1　 引当金の取崩し

(1) 退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当を支給するため、退職給付引当金2,854,177円を取り崩した。

(2) 賞与引当金の取崩し

令和７年６月に、令和６年12月分から令和７年３月分の賞与を支給するため、賞与引当金46,974,180円

　を取り崩した。

　2　 特別利益の計上

(1) 過年度損益修正益の計上

建設改良費に係る企業債償還金に充当した過年度の他会計補助金を収益化するため、過年度損益修正益

　1,038,726,807円を計上した。これに伴い、営業外収益として収入する他会計補助金が同額減少したため、

　前年度と同様に損益は均衡し、当年度純利益は生じていない。
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